市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 27 年 9 月 、10 月 議決 分 ) 
平成 27 年 10 月 21 日 現在 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 に お ける 現物 給付 の 拡充 を 求め る 意見 書 








周 手 県 は 、 医 療 費 助成 制度 に 現物 給付 を 導入 する と し て 、 そ の 体制 整備 を 進め て お り ま 
す 。 
現物 給付 に つい て は 、 全国 で 37 都府県 、 東北 で も 本 県 以外 が 実施 し て いる こと か ら 一 日 
も 早い 実施 が 待た れ て いま す 。 

本 県 の 現物 給付 実施 に つい て は 来年 8 月 と し 、 対 象 は 就学 前 と 説明 され て いま す 。 
県 内 市 町 村 で は 深刻 化す る 少子 化 対 策 と し て 、 子 育て 支援 策 の 柱 に 医療 費 助成 制度 を 掲 
げ 、2014 年 4 月 現在 、 高 校生 まで が 5 自治 体 、 中 学生 まで が 9 自治 体 と 、 県 内 自治 体 の 42% 
に 達し て いま す 。 

子ども の 健康 に は 、 病 気 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 、 治 療 の 継続 が 必要 で あり 、 安 心して 子 
ども を 産み 育て られ る 社会 に する た め に 県 の 制度 と し て の 実現 が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 次 の 事項 に つい て 拡充 する よう 求め ます 。 










































































































































































































































































記 
1 本 県 の 医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 に 現物 給付 を 早期 に 導入 し 、 中 学校 卒業 まで 拡充 す 


る こざ ど 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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で は 、 国 民 の 多く は 、 政 府 の 説明 が 不 十分 で ある と し て お り 、 安 倍 総理 上 


解 が 進ん で いな い 』 こ 
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こ 、 最 大 の 問題 
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名 】 安 全 保 障 関連 法案 の 強行 採決 に 抗議 し 廃案 を 求め る 意見 書 





衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 を 前 提 と し て 、 武 力 攻 
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民 を 無視 し て 

















よっ て 、 国 に お いて は 、 安 全 保障 関連 法案 を 廃案 と する よう 強く 要望 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 25 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議 


日 
院 議長 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 


【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意 


見 書 


3 5 人 以下 学級 に つい て 、 小 学 
予算 措置 され て いま せん 。 
日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 0 ひ 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あ 














校 1 年 生 、2 年生 と 続い て きた 3 5 人 以下 学級 の 拡充 が 














、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
と り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
り ま す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教 


















































職員 定数 に 関す る 国民 か ら の 意見 
と し て 、2 6 て 3 0 人 を 挙げ て い 
る こと は 明らか で す 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 
な っ て いま す 。 ま た 、 新 し い 学習 

















募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学級 規模 」 
ます 。 こ の よう に 、 保 護 者 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で い 











、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 


















































し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど を 必 
課題 と な っ て いま す 。 い じ め 、 和 不 














要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 児童 生徒 へ の 対応 等 も 
登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ うし た こ 





























と の 解決 に 向け て 、 計 画 的 な 定数 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で 
憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 
D 加 盟 国 (デー タ の ある 3 1 カ国 
改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 















































改善 が 必要 で す 。 

いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
予算 に つい て 、GD P に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OEC 
) の 中 で 日 本 は 最 下 位 と な っ て いま す 。 ま た 、 三 位 一 体 
















































































れ 、 自 治 体 財政 を 圧迫 する と と も 
格差 も 生じ て いま す 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り 
も や や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 
要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、201 6 年 
自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意 


gy 













































































1. 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 
を 整備 する た め 、3 0 人 以下 学 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 
も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復 
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制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
に 、 非 正規 雇用 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 
































に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で す 。 子 ど 
し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 に つなげ る 必 
























































度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 地 方 
見 書 を 提出 いた し ます 。 

訪 
具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 並み の 豊か な 教育 環境 
級 と する こと 。 
向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 
売 ず る こと 3 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 25 日 
出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
名 】 災害 ボ ラン ティ ア 割 引 制度 に 関す る 意見 書 











日 本 列島 は 、 大 地震 や 火山 噴火 、 論 雨 災害 な ど が 相次ぐ 「 








その 救援 か ら 復興 に 3 
要 援 護 者 宅 へ の 訪問 介 
き て お り 、 多 く の 支 援 者 の 参画 が 欠か せな い 。 
日 当たり 推定 1 万 2 万 人 の ボラ ンティア が 必要 だ っ た が 、 実 際 
査 で は 、 旅 費 が 無い の で ボラ 


E る 過程 で は 、 家 















































E ら な か っ た 。 各 租 
ンティア に 行け な いと いう 人 が 圧倒 





調査 や ボラ ンティア へ の 調 

















屋 の 清掃 や 畳 ・ 家 具 の 搬 
まや 心 の ケア 、 傾 聴 ボ ラン ティ ア な ど 福 











災害 の 世紀 」 を 迎え て いる 。 
、 瓦 共 の 処理 の みな ら ず 、 
祉 的 ニー ズ な ども 高まっ て 
























































向 に 多い 。 「 行 きた い 気持 ち 」 は ある けれ ど 「 行 け な い 」 











過去 の 実績 か ら 、 き 




































































め の 取 り 組 み を 行っ た 
みや すく な る よう な 支援 の あり 方 を 速やか に 検討 し 、 そ の た め の 官 民 協 働 の 社会 シス テム 
を 構築 すべ き で ある 。 

E 由 か ら 、 地 方 自 


『 例 が ある 。 国 は 、 
























































交通 費 や 宿 泊 費 を 
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都 直下 地震 や 南海 トラ フ 沖 地震 が 起き る と 、1 日 1 0 万 人 以上 、 延 
べ 1 0 0 0 万 人 以上 の ボラ ンティア が 必要 に な る こと が わか っ て いる 。 それだけ 多く の ボ 
ラン ティ ア を 集め よう と する な ら ば 、 近 隣 か ら の 支援 だ け で は 足り ず 、 遠 方 か ら の 支援 や 
支援 に 頼ら な けれ ば な ら な い が 、 今 の わが 国 に 
、 必 要 な だ け の ボラ ンティア を 集め る 環境 が 整っ て いな い 。 
へ の 移動 手段 」 と 「 溢 在 場所 」 に か か る 経費 の 援助 を 社会 的 に 
社 、 旅 館 な どの 民間 企業 が 独自 





ょ こう し た 大 規模 災害 の 被災 


まず は 、 彼 ら の 「 被 災 地 
る べき で ある 。 








割引 制度 を 実施 し た り 、 








治 体 が ボラ ンティア バス 運行 の 支援 を し た りす る な ど 、 
こう し た 動き を さら に 





法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 下 記事 項 に つい て 意見 書 を 提 昌 
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且 な どの 大 規模 災害 発生 時 に 、 被 災 地 に 赴く 3 
凍 度 を 制定 する こと 。 

















民 と も に 、 負 担 軽 減 の た 
広め 多く の 団体 が 取り 組 
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八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 10 月 2 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 
2016 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 

















日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生徒 
数 が 多く な っ て いる 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 9 年 も の 間 、 国 
に よる 改善 計画 の な い 状 況 が 続い て いる 。 自治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教職 員 を 配置 
する た め に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 に 裏付け され た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 で ある 。 一 
人 ひと り の 子ども た ち へ の きめ 細やか な 対応 や 学び の 質 を 高め る た め の 教 育 環 境 を 実現 す 
る た め に は 、 教 職員 定数 改善 が 不可 欠 で ある 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 
数 や 指導 内 容 が 増加 し て いる 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子 ど 
も た ち へ の 対応 、 い じ め ・ 不 登校 な どの 課題 も も る 。 こ うし た こと の 解決 に 向け て 、 少 人 
数 教育 の 推進 を 含む 計画 的 な 教職 員 定数 改善 が 必要 で ある 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 
厳し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いる が 、 国 の 施策 と し て 定数 改 
善 に 向け た 財源 保障 を すべ き で ある 。 
三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 
に 引き 下げ られ た 。 そ の 結果 、 自 治 体 財政 が 圧迫 され 非 正規 教職 員 も 増え て いる 。 子 ども 
た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で ある 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な と りく み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 条 
件 整備 が 不可 欠 で ある 。 
こう し た 観点 か ら 2016 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 要 望 す る 。 
記 
1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 
割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 



























































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 10 月 2 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 


【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 














私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 賀 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いる 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に お か れ て お り 、 OR 


大 きく 圧迫 し て いる 。 また 、 生 徒 一 人 当たり に 支出 され る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 


こと が 、 私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いる 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いる 。 

















































































































よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 下記 
を 要望 する 。 
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TL 
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記 
過疎 地 域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 を さら に 充実 する こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 

【 件 名 】「 国 際 平 和 支 援 法 」 及び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 の 強行 採決 に 抗議 する 意 
見 書 





























政府 は 昨年 7 月 1 日 の 臨時 開 議 で 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 決定 し 、 こ れ に 基づき 「 国 
際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 を 国会 に 提出 され 審議 が 続け られ て きま し た 。 
戦後 最長 の 会 期 延長 し 審議 を し て も な お 、 政 府 は 、14 日 の 参院 安保 法制 特別 委員 会 で 、 
「 法 案 に つい て 、 残 念 な が ら ま だ 支持 が 広がっ て いな い の は 事実 だ 」 と 認め ざる を 得 ま せ 
ん で し た 。 

参議 院 で の 審議 も 111 回 審議 中 断 す る な ど 法 案 の 説明 に 負 す る な か 、 参 議院 安保 法制 特 
別 委員 会 の 採決 が 強行 され まし た 。 し か し 、 そ の 会 議 録 (未定 稿 ) に は 「 発 言 する 者 多く 、 
議場 騒然 、 聴 取 不 能 」 と し か 記さ れ て いま せん 。 
日 本 の あり 方 を 大 きく 決め る 法律 で あり 、 参 議院 の 審議 を 経て も な お 国民 の 6 割 以上 が 
型 会 で の 成立 に 反対 し 、「 憲 法 直 反 」 の 法案 を 、 地 方 公聴 会 を 開い た 翌日 に 強行 採決 し 、 
議院 本 会 議 に 提案 し た こと は 、 言 語 道 断 の 暴挙 と いわ ざる を 得 ず 、 抗 議 す る も の で す 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





矢 巾 町 I 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
半生 

【 件 名 】 私 学 教育 を 充実 ・ 発 展 さ せる た め の 意 見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 






























































































































































が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 








過疎 地域 の 私 立 学校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 
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意見 書 の 内 容 





西 和 貨 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学 EO 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

し か し な が ら 、 現 在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 
負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 は 、 公 立 人 
校 と 比べ て 依然 と し て 低く 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 ・ 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 

、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
No 

よっ て 、 この よう な 実情 を 勘案 し 、 過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 
i の ウ 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 





私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 















































































































































が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 





過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 
































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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